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令和２年度清瀬市財政の健全化判断比率等の審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条

第１項及び第２２条第１項の規定に基づき、審査に付された令和２年度清瀬市財

政の健全化判断比率及び資金不足比率について審査した結果、別紙のとおり意見

を付します。 
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  令和２年度清瀬市財政の健全化判断比率等の審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

   令和２年度 実質赤字比率 

   令和２年度 連結実質赤字比率 

   令和２年度 実質公債費比率 

   令和２年度 将来負担比率 

   令和２年度 資金不足比率 

 

第２ 審査の種類 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

に基づく審査 

 

第３ 審査の基準  清瀬市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠 

 

第４ 審査の期間  令和３年８月２日から８月１６日まで 

 

第５ 審査の着眼点及び実施内容 

財政の健全化判断比率、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が法令に適合し、かつ正確であるかどうかを主眼とし、関係書類との照合及び関係

職員から説明を聴取するなどして実施した。 

 

第６ 審査の結果 

財政の健全化判断比率及び資金不足比率は、地方公共団体の財政の健全化に関する

法律その他法令に準拠して適正に作成されているものと認められた。 

 

第７ 審査の概要 
 

１ 健全化判断比率等の審査対象会計 

国民健康保険事業特別会計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者 医療 特別 会計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

うち公営企業会計 下 水 道 事 業 会 計

特 別 会 計

一 般 会 計

　一部事務組合、広域連合

　地方公社、第三セクター等

　表-１     （  審 査 対 象 会 計  ）
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２ 健全化判断比率等の指標 
  

(1) 健全化判断比率 

　表-2  （ 単位 ： ％ ）

比     率     名 令和元年度 令和２年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － －    12．73 　　　　20．00

連 結 実 質 赤字 比率 － －    17．73 　　　  30．00

実 質 公 債 費 比 率 3．5  3．7  25．0 　　　　35．0　　

将 来 負 担 比 率 23．8 41．9        350．0

 

(2) 資金不足比率 

　表-3  （ 単位 ： ％ ）

比     率     名 令和元年度 令和２年度 経営健全化基準

下 水 道 事 業
資 金 不 足 比 率

－ － 20．0

 

(注) １ 上記表中の「－」は、それぞれ実質赤字額、連結実質赤字額及び資金不足額がないことを表してい

る。なお、「０」と表示しないのは、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び資金不足比率ともにマイ

ナス比率（実質収支の黒字等）となるためである。 

２ 早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令により定めら

れている。この基準を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画の策定等が義務づけられる。 

 

 

３ 健全化判断比率等の状況 
  

(1) 実質赤字比率 

実質収支額は、一般会計の歳入総額 436 億 4,113 万 6 千円から歳出総額 424 億 453

万 8 千円を差し引いた歳入歳出差引額 12 億 3,659 万 8 千円から翌年度へ繰り越すべ

き財源 7,233 万 9 千円を差し引いた 11 億 6,425 万 9 千円である。 

したがって、実質赤字額が発生していないことから、実質赤字比率は算定されない。 

歳入総額 歳出総額
歳入歳出
差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額

① ② ③ = ① - ② ④ ③ - ④

43,641,136 42,404,538 1,236,598 72,339 1,164,259

（ 単位 : 千円 ）

  一 般 会 計

会　計　名

  表-4
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(2) 連結実質赤字比率 

連結実質収支額は、一般会計の実質収支額 11 億 6,425 万 9 千円に、特別会計のう

ち公営企業会計以外の実質収支額 6 億 8,101 万 1 千円を加え、さらに公営企業会計の

剰余額 2 億 3,626 万 9 千円を加えた 20 億 8,153 万 9 千円である。 

したがって、連結実質赤字額が発生していないことから、連結実質赤字比率は算定

されない。 

実 質 収 支 額 資金不足･剰余額 連結実質収支額

① ② ③ = ① ＋ ②

1,164,259

国民健康保険事業 328,525

介 護 保 険 323,450

後 期 高 齢 者 医 療 25,226

駐 車 場 事 業 3,810

計  681,011

うち公営企業会計 下 水 道 事 業 236,269

（ 単位 : 千円 ）

2,081,539

会　       　計　     　名

一 般 会 計

　表-5

特 別 会 計

 

 

 (3) 実質公債費比率 

平成３０年度、令和元年度及び令和２年度の３カ年を平均した実質公債費比率は、

3.7％である。 

したがって、早期健全化基準（25.0％）及び財政再生基準（35.0％）を下回っている。 

　表-6  （ 単位 ： ％ ）

実質公債費比率 実質公債費比率

（ 単年度 ） ( 3カ年平均 )

平 成 ３ ０ 年 度 3．32081

令 和 元 年 度 3．59542

令 和 ２ 年 度 4．35562

3. 7

年　　　度
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(4) 将来負担比率 

将来負担比率は、将来負担額 278 億 6,625 万 9 千円から充当可能財源等 218 億

4,476 万 5 千円を差し引いた額を、標準財政規模 156 億 5,667 万 7 千円から普通交付

税に算入される公債費等の額 12 億 9,919 万 9 千円を差し引いた額で除した 41.9％で

ある。 

したがって、早期健全化基準（350.0％）を下回っている。 

 

  

27,866,259千円 21,844,765千円

（将来負担額） ― （充当可能財源等）

（標準財政規模） ― （算入公債費等の額）

15,656,677千円  1,299,199千円

（将来負担比率）41.9％ ＝

 

 

※  将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対

する比率である。 

本市の将来負担額は、一般会計等の地方債の現在高 213 億 3,570 万 3 千円に、債務

負担行為に基づく支出予定額 15 億 6,123 万 9 千円、公営企業債等繰入見込額 2 億

9,502 万 1 千円、組合負担等見込額 1 億 4,788 万 3 千円、退職手当負担見込額 43 億

2,767 万 7 千円を加え、さらに、本市が設立した法人の負債額等負担見込額 1 億 9,873

万 6 千円を加えた額 278 億 6,625 万 9 千円である。 

 

 

 (5) 資金不足比率 

下水道事業会計において、資金不足額は発生していない。 

したがって、資金不足比率は算定されない。 

　表-7

資金不足額 資金不足比率 資金剰余額

法
適
用

下 水 道 事 業 会 計 ― ― 236,269

会 計 名

 （ 単位 ： 千円、％ ）

 


